


０％ ( 単体 )、10％、30％、50％とする。各プランに

おける基準窓面積率は、プランＡ～Ｃは 3.8※４、7.7、

11.5、23.0％とし、プランＤ、Ｅは 4.8 ※４、9.6、

14.4、28.8％として解析を行う。

2.4　実換気回数と実室間通風量の算出方法 : 解析対象

モデルの室内外気流分布の解析は、標準ｋ - εモデル

を用いた等温乱流数値流体解析 ( 使用コード：CFD

2000) により行う。CFD 解析により 16 風向別の開口部

風速比を求める。開口部の風速比から換気回数及び室

間通風量を算出し、各地域の風向・ 風速から実換気回

数及び実室間通風量を算出する。

2.5　換気回数による通風性能評価 : 有効窓面積率を算

出する際は、換気回数による通風性能評価文６)に基づき、

自然通風による排熱効果によって各階の平均室内外温

度差が１℃未満となる Grade ①を対象とし、有効換気

回数は 20 回 /h とする。

2.6　各室の平均室内外温度差 : 換気回数による通風性

能評価では、各階で換気回数を設定し、通風による室

温低下効果の評価を行っている。しかし、実際の住宅

では、全国各地域の風向・ 風速の変化によって各室の

換気回数と室間通風量は時々刻々と変化するため、各

室毎に通風による室温低下効果が異なると考えられる。

そこで、各地域の風向・ 風速により、各室の換気回数

と室間通風量を変化させて室温の解析を行い、通風量

室の室温の相違を比較・検討し、室温と通風量の関係を

明らかにする。更に、解析対象モデルの建蔽率を変化さ

せて CFD 解析を行い、全国 842 地域を対象に有効窓面積

率を算出し、戸建住宅における通風性能の簡易・定量的

評価方法を提案することを目的とする。

2　研究概要

2.1　解析概要 : 対象とする戸建住宅の平面計画は大手ハ

ウスメーカー７社が各社のホームページ※２上に公開して

いる平面計画８戸、ハウジング新潟文５) に掲載されている

平面計画 50 戸の計 58 戸 ( ２階建て 56 戸、１階建て２戸 )

とする。各平面計画を通風経路に着目して各階毎に分類し、

モデル化を行うことで通風性能簡易評価モデルを作成する。

2.2　通風経路のモデル化 : 実在住宅の平面計画は、風

上側から風下側の室まで通気輪道が形成される際に、

間仕切り壁や外壁の開口条件など通風経路上で相対的

に大きな抵抗となる要素が存在する。本研究ではこの

点に着目して類型化を行う。但し、トイレや浴室等の

水回りは湿気や汚染物質、臭気などを拡散させないた

めに通風時には扉を閉めると考え除外する。

2.3　解析条件 : 図２に解析対象モデルを、図３に街

区モデルの概要を、表１に解析条件を、表２に主要 11

都市の非暖房期間※３と平均風速を示す。解析対象は

通風性能簡易評価モデルプランＡ～Ｅとし、建蔽率は

図３　街区モデルの概要

TRNSYSの解析条件

換気回数[回/h 窓面積
0.5（窓閉鎖時）

2
4
6
8
10
12
14
16
18
20
30
40

換気回数[回/h]0.5（窓閉鎖時）、2、4、6、8、10、12、14、16、18、20、30、40
各階の窓面積 0.9×1.8×6＝9.72[㎡]
住宅体積 7.2×7.2×2.4＝124.42[㎡]

都市 平均風速[m/s]
札幌 6/29～9/10 76日 1.78
仙台 6/12～9/25 105日 1.86
東京 5/7～10/12 158日 1.76
名古屋 5/7～10/13 159日 2.14
新潟 5/29～10/2 126日 2.41
京都 5/8～10/13 158日 1.51
大阪 5/6～10/10 157日 1.96
神戸 5/8～10/18 163日 2.18
広島 5/7～10/5 159日 1.77
高知 5/15～10/19 157日 1.43
福岡 5/8～11/7 183日 2.07

非暖房期間

表２ 主要 11 都市の非暖房期間※３と平均風速

窓閉鎖時では
換気回数0.5回/h
室間通風量０㎥/hとする

＋対象地域の風向、風速16風向の気流解析

CFDによる対象モデルの数値解析

TRNSYSによる熱負荷計算

気象データ：気温、日射 ＋

実換気回数、実室間通風量の算定

熱負荷計算

室温

実換気回数、実室間通風量

図４　室温の算出フロー

図６　住宅平面計画
の分類フロー

通風経路に設置された
間仕切り壁の数
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図５　非暖房期間における
全国の外部風が無風の頻度分布
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表１ 解析条件

無風の頻度
３割以下

解析風向数
56(x)×56(y)×37(z)=116,032
56(x)×56(y)×37(z)=116,032
56(x)×56(y)×37(z)=116,032
42(x)×42(y)×37(z)＝65,268

室内解析メッシュ数
延べ床面積[㎡]

0.9×1.8×16＝25.9
0.9×1.8×20＝32.4
3.8、7.7、11.5、23.0
4.8、9.6、14.4、28.8

流入：1/4乗則
（基準高さ6.5ｍ、風速3.0ｍ/ｓ）

流出：自由流出

乱流モデル
1.98
2.11

境界条件
建蔽率10％
建蔽率30％
建蔽率50％

建蔽率０％(単体)

熱損失係数[W/(㎡・K)]
プランＡ、Ｂ、Ｃ
プランＤ、Ｅ

解析領域メッシュ数

建蔽率０％(単体)

プランＡ、Ｂ、Ｃ
プランＤ、Ｅ

プランＡ、Ｂ、Ｃ
プランＤ、Ｅ

基準窓面積率[％]

標準ｋ-εモデル(等温)

流入・流出：周期境界条件

30(ｘ)×30(ｙ)×19(ｚ)=17,100
111.69

開口部総面積[㎡]

16風向

建蔽率10％
建蔽率30％
建蔽率50％



と室温の関係を明らかにする。

2.7　室温の解析方法 : 図４に室温の算出フローを示

す。室温の算出※５には、熱負荷シミュレーションソフ

ト TRNSYS を用いる。気象データ※６の気温、日射量、算

出した実換気回数と実室間通風量から各室の室温を解

析し、各基準窓面積率における各室の平均室内外温度差

を非暖房期間・非就寝時※７において算出する。

2.8　各窓面積率における実換気回数の算出 :CFD 解析

により 16 風向別の窓面の風速比を求め、窓面の風速比

から基準風速※８での換気回数を算出する。換気回数と

窓面積率はほぼ比例するので、算出した換気回数と窓

面積率の回帰式を求め、窓面積率を１％刻みで変化さ

せて換気回数を算出し、対象地域の風向・ 風速から各

プランの各窓面積率における実換気回数を算出する。

2.9　有効窓面積率 : 図５に非暖房期間における全国の

外部風が無風の頻度分布を示す。各地域の非暖房期間

における無風の相対頻度は１割から２割までが最も高

く、２割以下では全国 842 地域に対する累積頻度は

70％程度、３割以下では 80％を超える。無風の場合、

換気回数と窓面積率は比例しないので、有効換気回数

以上の相対頻度が７割以上の時に通風による室温低下

効果が十分に得られると考え、この効果が得られる最

小の窓面積率を換気回数による通風性能評価 Grade ①

( 有効換気回数 20 回 /h) を満たす有効窓面積率とし、

全国 842 地域で算出する。

3　通風性能簡易評価モデルの作成

3.1　通風経路による実在平面計画のモデル化 : 図６に

住宅平面計画の分類フローを、図７に通風経路のモデル

化を示す。平面計画は各階において通風性能に影響を及

ぼす間仕切り壁の数、中間室外壁の開口の有無、室間の

開口の繋がり方の３要素において類型化を行う。平面計

画はプランＡからプランＥの５つと通風に影響を及ぼす

間仕切り壁が存在しないパターン ( 単純住宅モデル文６))

の計６つに分類することが可能と考えられる。

3.2　各プランの割合 : 図８に対象とした平面計画にお

ける各プランの割合を示す。どの平面計画においても、

各階の合計ではプランＥが 40％程度と最も多く、１階

の平面計画ではプランＡも 32.8％と多い。これは１階

の平面計画には LDK が配置される場合が比較的多く、間

仕切り壁で室を区切らず大空間を設けているため、中間

室が無い場合などが多いためと考えられる。又、いずれ

の階においても、プランＢとＣの合計は 10.4 ～ 23.2％

程度、プランＤとＥの合計は 53.4 ～ 59％程度であり、

中間室にも開口が設けてある場合が多いと考えられる。

3.3　通風性能簡易評価モデル : 図９に通風性能簡易評

価モデル ( プランＥ ) を示す。平面計画の類型化により

通風性能簡易評価モデルを作成する。外壁の開口は一般

的な窓の開放面積である 0.81 ｍ２(900mm × 900mm) を基

準として各室に４箇所ずつ、プランＤ、Ｅでは中間室に

図８ 対象とした平面計画における各プランの割合
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２箇所ずつ設ける。間仕切り壁の開口面積は 1.62 ｍ２

(900mm × 1800mm) とし、プランＡ、Ｂ、Ｄは間仕切り壁

中央部に、プランＣ、Ｅは外壁から1200mm内側に設ける。

4　建蔽率０％ (単体 )を対象とした解析結果

4.1　換気回数と窓面積率の関係 : 図 10 に換気回数と窓

面積率の回帰式及び寄与率 ( 風向Ｓ、２Ｆ ) を示す。ど

のプランでも窓面積率に比例して、換気回数は増加する。

又、風向Ｓの寄与率はどのプランにおいても 0.99 以上と

なる。この回帰式を用いて窓面積率を１％刻みで変化さ

せて全国842地域における有効窓面積率の分布を求める。

4.2　通風量と室温の関係：図 11、12 にプランＡ及びＥ

における各室の基準窓面積率における平均室内外温度差

(非暖房期間・非就寝時 )を示す。各室の平均室内外温

度差は各地域の風向・風速により変化し、窓面積率が高

くなる程、各室の平均室内外温度差の相違は少なくなる。

各階における各室の平均室内外温度差の相違は、平均室

内外温度差が１℃程度となる窓面積率４％ ( プランＡ )

又は５％ ( プランＥ ) の場合においても 0.2 ～ 0.6℃程

度と少ない。通風量が十分な場合、各階における各室の

平均室内外温度差はほぼ等しく、換気回数による通風

性能評価は各階で行うことが可能であると考えられる。

4.3　11 都市における有効窓面積率の比較 : 図 13 に 11

都市における有効窓面積率 (建蔽率０％ (単体 )、２Ｆ )

を示す。どのプランでも新潟や福岡などの風速の速い地

域では有効窓面積率は４～５％程度と比較的低く、京都

や高知などの風速の遅い地域では有効窓面積率は７～

８％程度と比較的高い傾向がある。プランの相違による

有効窓面積率の変化はどの地域でも１％程度である。

4.4　有効窓面積率マップ： 図 14、15 にプランＡ及び

Ｅにおける有効窓面積率マップ (建蔽率０％ (単体 )、

２Ｆ ) を示す。有効窓面積率は風速の速い海沿いの地

域では４％程度と低く、風速の遅い内陸部は 10％程度

と高い傾向がある。プランＡとＥを比較すると、有効

窓面積率の分布には変化があまり見られない。建蔽率

０％ ( 単体 ) モデルでは、間仕切り壁や開口条件の違

いによって通風性能はあまり変化しないと考えられる。

5　建蔽率 10％、30％、50％を対象とした解析結果

5.1　換気回数と窓面積率の関係 : 図 16 に各建蔽率にお

ける換気回数と窓面積率の回帰式及び寄与率 ( プラン

Ａ・Ｅ、風向Ｓ、２Ｆ )を示す。換気回数は窓面積率に

比例して増加し、風向Ｓの寄与率はどのプランでも 0.99

以上となる。この回帰式※９を用いて全国 842 地域を対

象に有効窓面積率を算出する。

5.2　11 都市における有効窓面積率の比較 : 図 17 に各建

蔽率における 11 都市の有効窓面積率 (プランＥ、２Ｆ )

を示す。建蔽率が大きくなる程、有効窓面積率は高くな

る。建蔽率 50％の２階では、有効窓面積率は新潟や福岡

等の風速の速い地域においては 40 ～ 50％程度と相対的

に低く、京都や高知等の風速の遅い地域では 75 ～ 85％

程度と高い。

5.3　有効窓面積率マップ : 図 18 にプランＥにおける有

効窓面積率マップ ( 建蔽率 50％、２Ｆ ) を示す。有効

図 12　各室の基準窓面積率における平均室内外温度差 (プランＥ、非暖房期間・非就寝時 )

図 11　各室の基準窓面積率における平均室内外温度差 (プランＡ、非暖房期間・非就寝時 )
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図 10　換気回数と窓面積率の回帰式及び寄与率
(建蔽率０％ (単体 )、風向Ｓ、２Ｆ )
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窓面積率は地域によって異なり、内陸部、山間部では有

効窓面積率が 100％程度と高く、海沿いの地域では 40％

程度と相対的に低い傾向がある。これは、内陸部では風

速が遅く、海沿いの地域では速いためと考えられる。

5.4　各プランの比較 : 図 19 に新潟における各プランの

有効窓面積率を示す。プランＡ～Ｅを比較すると、建蔽

率 50％では、プランＤ、ＥがプランＡ、Ｂ、Ｃと比較し

て５～ 15％程度高い。しかし、建蔽率の変化による有効

窓面積率の変化と比較してプランの相違による有効窓面

積率の変化は小さい。本研究では、基準窓面積率を変化

させて CFD 解析を行う際、間仕切り壁の開口面積 (900mm

× 1800mm) は一定としている。外部風を駆動力とした自

然通風量は、通風経路上で最小面積となる開口部の抵抗

による影響が相対的に大きいため、最小の開口面積が同

じ場合、各プランで通風性能の変化は少ないと考えられる。

　本研究による分類方法により、対象建物の平面計画

を通風経路に注目した各プランに分類し、建物の周辺

状況に応じて各建蔽率における各地域の有効窓面積率

を外壁開口面積の基準とすることで、比較的簡易・ 定

量的に住宅の通風性能を評価することが可能であると

考えられる。

6　結論

6.1　通風性能簡易評価モデル

①平面計画は各階において通風性能に影響を及ぼす間仕

　切り壁の数、中間室外壁の開口の有無、室間の開口の

　繋がり方の３要素で類型化を行う。

②平面計画はプランＡからプランＥの５つと通風に影響

　を及ぼす間仕切り壁が存在しないパターン (単純住宅

　モデル)の計６つに分類することが可能と考えられる。

③平面計画の類型化により通風性能簡易評価モデルを作

　成する。外壁の開口は一般的な窓の開放面積である

　0.81 ｍ２として各室に４箇所ずつ、プランＤ、Ｅでは

　中間室に２箇所ずつ設ける。間仕切り壁の開口は 1.62

　ｍ２とする。

6.2　建蔽率０％ (単体 )を対象とした解析結果

①各階における各室の平均室内外温度差の相違は、平均

　室内外温度差が１℃程度となる窓面積率４％又は５％

　の場合においても 0.2 ～ 0.6℃程度と少ない。

②通風量が十分な場合、各階における各室の平均室内外

　温度差の相違は少なく、通風性能評価は各階で行うこ

　とが可能であると考えられる。

③どのプランでも新潟や福岡などの風速の速い地域では

　有効窓面積率は４～５％程度と比較的低く、京都や高

　知などの風速の遅い地域では有効窓面積率は７～８％

　程度と比較的高い傾向がある。

④プランの相違による有効窓面積率の変化は、どの地域
図 13　11 都市における有効窓面積率

(建蔽率０％ (単体 )、２Ｆ )
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図 15　プランＥにおける有効窓面積率マップ
(建蔽率０％ (単体 )、２Ｆ )
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図 14　プランＡにおける有効窓面積率マップ
(建蔽率０％ (単体 )、２Ｆ )
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　を通風経路に着目した各プランに分類し、有効窓面積

　率を基準とすることで、比較的簡易・定量的に住宅の

　通風性能評価することが可能であると考えられる。

　でも１％程度であり、建蔽率０％ (単体 )モデルの場

　合は、どの地域でもプランによって有効窓面積率の差

　はあまりないと考えられる。

6.3　建蔽率 10％、30％、50％を対象とした解析結果

①有効窓面積率は新潟や福岡等の風速の速い地域では、

　相対的に低く、京都や高知等の風速の遅い地域では

　高い。 

②建蔽率の変化による有効窓面積率の変化と比較してプ

　ランの相違による有効窓面積率の変化は小さい。

③戸建住宅における通風性能では、外壁開口条件及び間

　仕切り壁開口位置による平面計画の相違と比較して、

　通風経路上の最小開口面積の方が通風性能に与える影

　響が相対的に大きいと考えられる。

④本研究による分類方法により、対象建物の平面計画

注釈
※１　CFD 解析 :数値流体解析 (Computational Fluid Dynamics)
※２　大和ハウス工業　http://www.daiwahouse.co.jp/　
　　　積水ハウス　http://www.sekisuihouse.co.jp/　
　　　住友林業　http://sfc.jp/　
　　　セキスイハイム　http://www.sekisuiheim.com/　
　　　ミサワホーム　http://www.misawa.co.jp/index_h.html　
　　　旭化成ホームズ　http://www.asahi-kasei.co.jp/j-koho/index.html/　
　　　パナホーム　http://www.panahome.jp/　
※３　非暖房期間：日平均気温が 18℃を下回る期間を暖房期間とし、それ以外の期間を非暖
　　　房期間と定義する。
※４　室温の算出においてのみ解析を行う。
※５　室温を解析する都市は札幌、仙台、東京、名古屋、新潟、京都、大阪、神戸、広島、高知、
　　　福岡の 11 都市とする。
※６　気象データは日本建築学会拡張アメダス気象データ (標準年 )を用いる。
※７　非就寝時：24 時から 6時までを就寝時、それ以外の時間を非就寝時とする。
※８　基準風速：基準高さ 6.5m で 1.0m/s。
※９　建蔽率 10、30、50％モデルでは、数値解析領域メッシュを各建蔽率に合わせて境界条
　　　件を周遊させており、建物は１戸しかないため、回帰式も各建蔽率・各風向で１つし
　　　かない。
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図 18　プランＥにおける有効窓面積率マップ
(建蔽率 50％、２Ｆ )

図 17　各建蔽率における 11 都市の有効窓面積率
(プランＥ、２Ｆ )

171.青森 
52％ 

224.盛岡 
46％ 

255.仙台 
59％ 

196.秋田 
49％ 

274.山形 
86％ 

498.新潟 
44％ 

314.水戸 
50％ 

363.東京 
61％ 

385.横浜 
45％ 

343.前橋 
46％ 

436.静岡 
61％ 

400.軽井沢 
86％ 

393.長野 
64％ 

522.富山 
58％ 

543.敦賀 
46％ 641.松江 

48％ 

447.名古屋 
46％ 

560.京都 
76％ 

565.大阪 
53％ 

672.高松 
76％ 

700.室戸岬 
29％ 

682.松山 
77％ 

794.宮崎 
49％ 

806.鹿児島 
49％ 

817.種子島 
32％ 

772.阿蘇山 
29％ 

755.長崎 
64％ 

632.広島 
64％ 718.下関 

52％ 

726.福岡 
52％ 

694.高知 
86％ 

584.神戸 
48％ 

831.那覇 
３％ 

110.釧路 
46％ 

46.札幌 
55％ 

154.函館 
50％ 

120％

20％
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図 16　換気回数と窓面積率の回帰式及び寄与率
(プランＡ・Ｅ、風向Ｓ、２Ｆ )
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